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はしがき

専門分野を異にする研究者が初めてクロスオーバーし、スクランブル状態

で一冊の本にまとめ上げ、上梓できたことは誠に欣快に堪えない。 10人の執

筆メンバーが“この指とまれ"方式で寄り集まったそもそものきっかけは、

起業家育成に関するある調査 (2000年実施一本文中にも紹介されている)に

ある。調査に携わったスタッフ (6名・・・全員が本書の執筆メンバー)が、 21

世紀の人材のありかたについて各々の視点から提言してみようと周囲に声を

掛けたところ、それが意外にも強いモチベーションとなり、共創メンバーと

して新たに 4人が加わった。執筆者の立脚点はさまざまで、いずれも酒脱

な論客ばかりだ。果たして、各人の執筆ベクトルの総和は遠心力となってし

まうのでは?、と思わないで‘はなかった。が、それは杷憂であった。最大公

約数的モチーフは、本書のタイトルが示す通り、図らずも企業人及び起業家

といった人材の問題に収赦したのだから不思議と言えば不思議だ。

歴史の一つの潮流に逆らうことはできないにしても、現状を、また21世紀

をグローパリゼーションというレディ ・メイドな図式だけで論じるのはあま

りにもピン ・ポイントをはずしやすい。企業組織のライズ&フォールを巡っ

て、マクロ視点とミクロ視点とがただ単に混在しているのではなく、ミクロ

&マクロ ・リ ンク視点に立ったステディな分析メスの入れ方が求められる。

その意味で企業人・起業家の問題は、「組織にとどまる場合Jと「組織を離脱

する場合」とを意識して書かれた本書が証明しているように、企業内外の労

働市場が関わってうってつけである。本書の内容は最初からスパークに富ん

でおり、それは、目 次を一瞥しただけでも確認していただけよう。

一方で日本的人事管理と成果主義の問題を企業家精神と関わらしめた議論

(第 l章)があれば、皮相なグローパル・スタンダード論を越えるべく事



例研究を踏まえた人事改革論(第 2章)もある。そうかと思うど、組織文

化の視点から企業合併を捉え21世紀の人材のありかたを問う議論(第3章)

もあり、タイムリーである。また、伝統的な個と組織の問題に対して新たな

視点をモデル化したチャレンジャブルな議論(第 4章)もある。本書の中

では抽象度の高い創造時代における人材育成のありかたを問う議論(第 5

章)も、パラダイムの提供としづ意味から興味深い。起業をマクロ視点で考

察した議論(第6章)は重要で、起業家の苦悩から演緯された「経営技能J

概念をコアとした考察(第 7・8章)や聞き取り調査を手懸かりとして起業

家教育の課題を検討した議論(第9章)とのリンケージも高い。ベンチャー

企業の起業家育成との関連を掘り下げたミクロ&マクロ・リンク議論(第10

章)も新たな視座を放っており、本書のフィナーレを飾るにふさわしい。

読者におかれては、関心に応じてどの章から読んでいただいてもかまわな

い。その意味では少々の工夫を施せば、大学などの教科書あるいは参考書な

どとしても使用可能である。本書は、執筆者一聞が忙しい時期にもかかわら

ず、余力を寸乏も残さず打ち込んだ“メモリアル・ファイト"の所産であ

る。それゆえ本書には、類書に見られないプラス αの付加価値が生まれたと

思う。不特定多数の読者に、ある種のカタルシスをもたらしてくれるものと

確信している。

2001年 11月

執筆者を代表して 辻村宏和
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第官章

日本的成果主義と企業家精神の醸成

第 1節 目本的人事管理と成果主義

今、年功序列から成果主義へと日本の人事制度の考え方は大きく変質しつ

つあるとされる。そして、かつてOECDが1980年代の日本経済の成功要因

として掲げた三種の神器すなわち「年功序列、終身雇用、企業別組合Jは、

いずれもその輝きを失いつつあるように思われる。

日本経済が急速に拡大した1960年代から80年代にかけて、産業、経済規模

の拡大を支える人材とりわけ管理・監督職の確保と、安定した労使関係を保

障するシステムとして、確かにそれらは重要な役割を果たした。しかし、時

代は変わった。バブ、ル崩壊後の経済の長期低迷に加えて、市場の成熟化や圏

内生産拠点の海外移転など、市場さらには日本の産業構造も大きく変化し、

したがって、人材ニーズも量から質、一人一人の創造性と個性そして成果を

求める時代へと変化したのである。「成果主義」が声高に喧伝される背景は

ここにある。

しかし、だからといって結果としての「成果」を極端に重視するアメリカ

的な人事制度に日本は盲従すべきであろうか。日本がこれまで運用してきた

人事制度は誤りであり、それは全面的に否定すべき悪しき制度、慣行で、あっ

たのだろうか。

もちろん、 1980年代にOECDが指摘したものも含めて、「日本的人事管

理」というものが具体的かつ一義的に存在していたわけではない。それは各



社のさまざまな歴史や立地条件によって形成されてきたものの総称であり、

従って当然のことながら、人事制度そのものにのみ着目するならば、類型化

なり厳格な定義を求めることは事実上不可能であろう。賃金制度ーっとって

も、総合決定加算給;仕事別賃金(職務給)、職能給、年齢給などなど、し

かもその構成や運用方法まで含めればまさに企業の数だけ制度が存在すると

いったのが実態である。しかしその運用を仔細に観察すると、制度の底流を

成す理念や人事考課処遇の考え方については、数多くの共通点が見られる。

これに対して「アメリカ的人事管理j ということもよく聞かれる。これに

ついてもほぼ同様のことが当てはまる。

そこで、この人事制度そのものではなくその底流を成す理念や運用の考え

図表1-1 人事制度運用の考え方の比較

日本 アメリカ

会社=社会 会 社=利益を稼ぎだすシクミ

会社で働くみんなのモノ 投資家のモノ

株式持合い、従業員持株会一 一年金基金、富豪ー

(短期より長期の利益) (長期より短期の利益)

利益が稼ぎだせなければ 利益が稼ぎだせなければ

利益が出るように サッサと見切って売り払う

みんなで頑張る or経営のクビをすげ替える

一企業は人なり ー 一人は人材=材料ー

「人間尊重の経営j 「利益尊重の経営J

企業の発展と生活の向上は 株価と株式配当の最大化を

車の両輪との考えに立って 目指す

長期安定的向上を目指す (RO 1 =投資収益性)

一長期的な視野に立った経営ー 一短期業績指向の経営ー

G G 
メリット メリット

0潤沢な余裕資金による大胆で自由 0外部資金(投資)を活用

な先行投資を実施 有望分野に投資を集中

0モノ造りの技術技能の蓄積 0優秀な技術は金で買う

0チームワークによる相乗効果 0エリートのリーダーシップ
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第 l章 日本的成果主義と企業家精神の醸成

方に着目しながら、日本とアメリカのそれぞれについて敢えて類型化を試み

たのが、人事制度運用の考え方の比較(図表 1・I)である。

日本の場合、昨今の株式の持ち合い解消などによる機関投資家や個人投資

家の増加によって株主の発言力が高まりつつあるものの、大勢としてはなお

会社の経営権は社内取締役の手にあり、かっ取締役の選任が内部昇進となっ

ている日本の慣行を併せ考えれば、会社は依然として取締役を含む社員の共

同体といった性格が強い。そこに、「うちの会社意識」すなわちそうした形

での企業求心力(ロイヤリティ)とチームワークが生まれるわけである。会

社といういわばコミュニティの発展に皆で協力しそして皆が幸せになる。そ

のようにして従業員は会社に経済的生活の拠り所を求め、したがって安定し

た生活の向上をめざして企業の長期安定的向上に協力してし、く。そうした中

で、労使相互信頼を基盤とした安定した労使関係が形成されてきた。また、

とくに製造業にあっては、こうした人事慣行を背景に、長期的視点から「モ

ノ造りの技能の形成と伝承j が進められ、それが日本製造業の国際競争力の

源泉となっている。

一方アメリカの場合、会社の経営成績 (RO1、ROEなど)は、株主と

くに機関投資家から厳しく監視されている。言い換えれば会社は株主の求め

に応じて収益を生み出す装置といってよい。経営者は、人、モノ、カネ、情

報といった経営資源を投下して最大の成果を得なければならない。極論すれ

ば「人Jもまた利益を得るための「材料Jの一つにすぎない。そこに「うち

の会社意識J も「企業求心力」も生まれる余地はない。工場の稼働率が低下

すれば従業員はレイオフされ、利益を挙げられなければ経営者ですら解任さ

れる。そこでは、必然的に成果(=結果)が最重視されるわけである。採用

にあたっても、上位職位になればなるほどその人の仕事と報酬の関係が厳し

く査定される。もちろん会社による人材の育成といった視点はなく、能力向

上は自己責任に委ねられている。

確かに、こうしたシステムは成長分野に投資を集中し経済成長を加速させ

る効果をもたらし、エリー卜層を中心にした力強い社会発展を演出する。し

3 



かしその反面、とくに製造業については、 M&Aの横行と労働集約的製造業

を中心とした生産拠点の海外移転に加えて、昨今の大企業を中心とする労働

力のアウトソーシングが進展し、日本とは対照的に「モノ造りの技能の空洞

化j をいっそう深刻なものとしている。

「人Jは日本の唯一の資源であり、かっ「モノは経年劣化、陳腐化する

が、人は経年進歩するj ものである。とりわけ、原材料を海外に依存し製造

業を基幹産業として国民生活をまかなうことを基本とする日本においては、

日本的な人事制度の基本すなわちその運用の考え方、理念に対して一貫して

高い優先度が与えられるべきであり、人をモノやカネと同等の企業資源と位

置づけるアメリカ的人事管理に追随すべきではなく、人を大切にする日本的

人事の枠組みを守りながら、経済産業構造の変化に応じた「日本的成果主

義Jを開発してし、かなければならない。

すなわち「日本的成果主義Jとは、人の能力の「無限の可能性j への信頼

を基本に、人の能力を育て活かすという視点から、成果とその達成に向けた

プロセスに表れた能力を公正に評価し適正に処遇するものでなければならな

い。そして個人の頑張りを公正に評価するためにも、それはかつての画一的

集団主義を基本とし「結果の平等」を追求するものから、個人の主体性、創

造性を基本とし「機会の平等Jを保証するものへと、人事管理のパラダイム

チェンジを迫るものでもある。そこには、かつてのように集団に埋没する個

人ではなく、自立した個人像と一人一人の働きぶりや努力ぶりが見えるしく

みが用意されなければならない。

第 2節変化する人材育成へのアプローチ

こうした人事管理の変革は、人材育成プログラムにも変革を迫る。

これまでの企業内教育は、会社の人材ニーズを充たすために用意された画

一的なカリキュラムに沿って一方的に「与えられる教育Jであった。その結

4 



第 l章 日本的成果主義と企業家精神の醸成

果、「金太郎飴」的な没個性集団が形成されてきたのである。もちろん、モー

タリゼーションそして完成車輸出の時代を支えた画一的大量生産を担う人材

としては、むしろその方が適していたのである。

しかし、市場が成熟化し規模の経済から質すなわち付加価値の経済へと事

業環境が大きく変化し、かっパラコンペティションとボーダレス化が進展す

る中では、さまざまな視点から従来の枠組みをプレークスルーする独創性と

実行力が求められるようになる。そこには、従来の枠を超えたさまざまな能

力従って人材ニーズが現場レベル(各部門)で発生するわけである。とすれ

ば、人材の育成システムも、各部門が必要な人材像を示し、その確保にむけ

て長期的視点から採用と内部育成を進める態勢へと変わらなければならない

だろう。また、人材の内部育成にあたっても、これまでのように決められた

キャリアコースを歩むのではなく、一人一人の主体的選択を基本に、さまざ

まなキャリアコースに対する選択の機会をオープンに提供し自らの能力を磨

き成果を発揮してもらう、そうしたシステムへと社内教育のパラダイムも変

わらなければなければならない。

たとえば、自動車大手のT杜では、第 l節にふれた「日本的成果主義J

の考え方に沿って、 1999年 4月より、全従業員を対象に人事制度を抜本的

に変革し、併せて人材育成のしくみについても見直しを加え、その内容を

「プロ人材開発プログラム」にまとめて社員に徹底した。それは、「全員が

自立し競争力ある『プロ人材』を目指して、会社と従業員が共に取り組むプ

ログラムj であると説明されている。

このプログラムの狙いは、次の 3点である。①自己の成長目標にいたる

道筋がクリアになっており、キャリアの形成や到達点が節目節目で確認で

き、自己の成長を実感できるよう、会社として制度・枠組みをしっかりっく

りあげること o ②従業員は、キャリア形成や能力向上に自ら主体的に取り組

み、世界の一流プロとして成果を存分に発揮することを目標に働けるよう、

真剣に取り組むこと。③以上により、グローパルな舞台において、社外や海

外を問わず通用する高度な専門性とリーダーシップを発揮できる人材を育成
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すること。

その際にも、「人を育て活かすJとの日本的人事の基本は貫かれており、

これまでの人事部門主体を改め、各部門の責任できめ細かくかっ責任をもっ

て、異動、考課、昇格などを通してプロ人材の育成・評価を行なうこととし

ている。すなわち、各部門で「フ。ロ育成基本プラン」を設定する。それは、

プロ人材を目指して計画的に専門性習得と必要なキャリア経験ができるよ

う、配属~業務職~専門職~上級専門職まで、の異動育成の基本パターンを示

したものである。配属直後は「業務職Jに格付けし、基礎的、補助的、定型

的業務を遂行するが、「専門職」昇格時には各部門で設定する「エントリー

ジョブ制度」を適用、専門職としての基礎を習得する。さらに各部門は「コ

図表1-2 プロ人材育成の道筋

[目標] 『プロ人材』の活協する姿・役割

.各111¥1")が必裂とするプロ人材
の例示

成長/f.'i郎のlヨ435

『プロ育成基本プラン』

"プロ人材"に至る道筋
(代去的な拠即j育成パターン)

・自己巾fE等で、上司と本人でキャリア
形成の話し合い

部1")))1)

w川刊教育

[プロ人材の/，

『コア・キャリア』
.プロ人材としての以木キャリア
や必'l¥'な経験の!!Iを各1'<<¥1")が特定

'liiOlリとして全民が習得を目指す
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第 l章 日本的成果主義と企業家精神の醸成

アキャリア制度」を設定し、プロ人材として必要なキャリア、または最低限

経験すべき幅の広さなど、について明確に規定する。そして、原則として全員

がコアキャリアの習得をめざすこととし、各部門判断で、必要に応じてコア

キャリアの習得を昇格の必要条件とすることも可能としている。そのイメー

ジは(図表 1・2) に示す通りである。

そこからは、より現実の実務に密着した形での、いわば「現地現物j によ

るより実践的なプロとしての専門性を重視する人材開発方針と、併せて、従

来日本の特質で、あった人事権限(含.教育訓練)の人事部門集中から部門責

任への分散といったパラダイムの転換を覗い知ることができるo

この人材開発システムを人事制度の面から見たものが(図表 1・3) である。

この人材育成プログラムの変革と機をーにして、 T社の人事制度もまた、

1999年より抜本的な変革が加えられている。

まず「資格体系Jについては、例えば一般従業員については各自の成長・

活躍の段階的なステップに応じて、「上級専門職専門職業務職」の

3つに区分。資格によって、働き方、必要な能力、処遇水準、時間管理方

式、転勤有無などが異なっている。そして、それぞれの資格に対して、どう

いう役割、能力発揮、専門キャリア習得などが必要かを、会社から具体的に

提示し、そのことによって、各自が今どの職能段階にいるのか、また一段の

成長のために今後何を身につけなければならなし、かが、わかる仕組みとして

いる o

次に「本人のキャリア形成j については、各部門で作成したプロ人材へ至

る道筋を示す「プロ育成基本プランJを基に、「自己申告」を通じて上司と

キャリア形成について話し合う。すなわち各人の選択を基本に、キャリア形

成の目標とそのための当面のキャリアについて指導を受けるのである。そし

て、昇格選抜対象層については、「自己申告」を拡大する形で、「キャリア申

告」を実施、自分が本当に目指したい働き方は何かを考え、それが可能な能

力や経験が本当に自分に身についているのかを真剣に分析する、いわばキャ

リアの棚卸の機会が設けられている。
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第 1'章 日本的成果主義と企業家精神の醸成

資格昇格については、一つ上の資格で一段高い役割や働き方を与えるに相

応しい能力があるかを、上司と会社が評価し選抜する。そして、資格昇格す

れば必ず役割と働き方を変えることを原則とする。従って、各人は自らの働

き方を選択して上司に意思表示する必要がある。

しかし、企業を取り巻く経営ならびに競争環境の変化に即応し、商機を確

実に手中に収めるためには、こうした人材の内部育成システムの変革のみで

は十分とは言えないのである。すなわち、併せて即戦力としての外部人材活

用が必要となる。

第3節多様性と創造性の活用

有名大学(大学院)出身者のほとんどが有名企業に就職するといった日本

の労働市場特性から考えれば、企業外に優れた人材を求めることは、一般的

に言えば容易なことではない。しかし、ミクロベースで見れば、各企業内部

には今必要な能力と在籍者の持つ能方とのミスマッチがかなり深刻化しつつ

あると言われる。また、海外でMBAを取得した優秀な人材が日本に職を求

めないのは、それだけの魅力が日本の特にホワイトカラー職場になし、からだ

という指摘もある。

とすれば、まずもって企業魅力を高め活躍の場を公正に提供する中で、内

外に必要な能力とキャリアを持つ人材を求めることは、労働力のミスマッチ

の解消を図る上でも、また海外から優秀な人材を求めるためにも大いに意義

あることと考えるべきであろう。

かつては指定校制といった採用対象校を有名大学のみに絞る採用政策が一

般化していたが、それも改めるべきであろう。かつての成長経済の下で、は、

いかに効率的に製品を供給するかが最大の関心事であった。しかし、国内市

場の成熟化や商圏のグローパノレ化が進む中で、は、多種多様なニーズに応えて

いかなければならない。また、企業活動を取り巻くさまざまな利害関係者の
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要請に応える経営にも意を注いでし、かなければならない。すなわち、多様化

する社会の中で企業活動を進めてし、くためには、人の面でも多様性を力にし

ていく経営姿勢が求められるのである。アメ リカンビジネスの活力の源泉

は、まさにこの多様性にあるとさえ言われている。

例えば、 T社では、既に1980年代より積極的に雇用形態の多様化を進めて

きた。優れた人材を個別契約(プロフェツショナル・コントラク ト)に基き

期間を限って採用してきた。このことが高い専門能力の導入に役立ったこと

は言うまでもなく、さらに職場に良い意味での刺激と緊張感をもたらし、全

体の仕事の質を高める効果を生んで、いる。さらに、いわゆる一般職を1999年

より廃止し業務職と専門職に再編成することによって、正規社員には一段と

高い仕事のレベルを期待するとともに派遣社員を活用し、固定費(人件費)

の軽減と全体のレベルアップの両立を図ってきた。もちろん、オープン公募

制を早くから取り入れ、大学名を問わず広く人材を集めている。

しかし、それだけでは十分とは言えない。そうした多様性を活かすために

は、そのための受け皿として、創造性を発揮する場なり仕組みづくりがなさ

れなければならなし、からだ。

例えばTf土の場合、 1993年から BR (ビジネス・リフォーム)を開始し

た。この活動は、現状人員から 2害IJ相当の優秀な人材を分離して新たな重

要業務への専従要員として配置し、さらにその取り組みは、従来の縦割り組

織を前提とした管理統制と分業による仕事の進め方によるのでなく、全社、

部門、機能それぞれの横断的な重要課題をとりあげてプロジェクトチーム方

式で進められた。またテーマとしては、例えば、収益対策 ・円高対応、業務

システム ・マネジメン卜システムの改革、中長期政策 ・戦略の視点からの全

社テーマ、部門テーマ、 部内テーマなど、それまでの先例や仕事の仕組みに

囚われない自由で創造的な発想を必要とする課題が選ばれた。中長期の課題

や積年の課題をBRテーマとしてとりあげ、専任制で取り組んだことから、

目に見えた成果があらわれただけでなく、 BRの仕組みを活用すれば相当の

ことができることが体感され、組織の枠を超えた新たな課題へのチャレンジ
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第 l章 日本的成果主義と企業家精神の醸成

気運が高まった。 すなわちBRは、 トップのリーダーシップと縦割りライン

組織の壁の排除によって、従来の組織の中では十分に発揮できなかった個人

の創造性を活し、改革を拒む心理的障害を打破することを体感する場を提供

したものと言うことができょう。この新しい仕事の枠組みは、その後の経営

環境変化の中で多少の修正を受けながらも、通常のライン業務と並んで今も

rBRグループJとして機能している。

次に、視点を個人のキャリア選択の自由に移せば、企業内部のキャリア機

会を超えて能力を高め活かしたいという願望も生じるであろう。会社と個人

の関係は、「選び選ばれる時代を迎えつつあるJと言うこともできょう。

T社には、「チャレンジキャリア支援制度Jが設けられている。先にもふ

れたようにT社では、多様性と創造性を核に多様な人材が多様な活躍の場で

活き活きと働く職場づくりを進めているが、その一環として、社内で培った

経験や専門性を活かして社外で活躍したい社員を支援するシステムとして設

けられたものである。すなわち、企業内部のキャリアを超えて社外に活躍の

場を求める社員を対象に、 トヨタはそのために必要な専門教育や転身機会の

提供など全面的にパックアップしている。例えば「フ。ロ研讃塾j では、 4つ

の分野から社外での活躍を目指す社員への専門教育を進めている。1つは、

転身に向けての計画立案、転身成功にむけての知識習得のためのキャリアデ

ザイン研修。 2つには、経営幹部として必要な基礎知識習得のための共通セ

ミナー。 3つ目は、専門分野の一般的 ・広範囲な知識習得のための領域別ガ

イダンス。 4つ目は、実務経験による運用スキル習得のための実務研修であ

る。 一方、 「プロ人材をお探しの企業様へj と題する冊子を作成し、広く転

身先を公募し転身の斡旋を行なっている。

こうしたT社の試みは、先にふれた日本の新卒入職事情を考え併せれば、

それは企業内部における必要能力のミスマッチの解消と同時に、個人の選択

を前提とした企業による人材の社会還元であり、さらには日本的ベンチャー

インフラの醸成にもつながる意義深い試みということもできる。
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第 4節 企業家精神の醸成と人材の社会還元

さらに一歩進めて、企業内における起業家の育成と意義について、次に考

えてみたい。

確かに新卒入職時は誰しも将来への高い理想、とチャレン、ジマインドに燃え

ているものである。 しかし、数年の後には2割程度の「エリート集団j と、

やはり 2割程度の「スロー集団」、そして残りの 6割にあたる多数の「普通

の人々」へと分化してし、く 。r2: 6 : 2の原則JJと言われることもある。問題

は、この中下層に属する 6と2の層にし、かに奮起してもらうか、チャレン

ジマインドを取り戻してもらうかである。

こうした人々の働く意識を調べた興味深い調査がある。(財)中部産業・労

働政策研究会が、南山大学教授藤原道夫氏、椙山女学園大学教授上嶋正博氏

にお願いして、中京地区の自動車産業を中心とする大企業に勤める課長級の

スタッフを対象に、その働く意識を調べ、 1996年に発表した調査研究報告

「ホワイトカラー高資格スタッフの働きかたJである。 一般的には、課長な

どの管理職すなわち roo長Jになれずスタッフとして処遇を受ける彼ら

(高資格スタッフ)は、決して日のあたる存在とは社内では目されていな

し、。

彼らはチャレンジマインドを失ってしまっているのか、長年の職業キャリ

アの中で、培ってきた専門性についての誇りなり自信を失ってしまっているの

か。実はそうではない。この調査によれば、「新しい分野や新規事業にチャ

レンジするという動きが世間一般にはありますが、こうした動きについてど

うお考えですか」との問いに、「そういうチャンスがあれば、すぐにもチャ

レンジしてみたしリが(J6.2%)、「慎重に準備した上で、いずれはチャレン

ジしてみたしリが (26.1%)、これに「会社や上司の積極的な支援が約束され

れば、前向きに検討してみたしリの 08.1%)を合わせると、 (58.4%)が高

いチャレンジマインドを示していることがわかる。(図表ト4)

さらに、こうしたチャレンジマインドの背景として、これまでの職業生涯
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の中で身につけてきた高い専門性の存在も明らかにされている。対象者の身

それら専門性がどの程度、通部門・組織性あるいにつけた専門性について、

は通企業性を持つものと考えているかについて聞いたところ、「これまでの

職業生涯で身につけてきた専門性は、既存の部・組織のわくをこえた全社的

横断的な課題解決にどの程度役立っとお考えですか」 との問いに、「大いに

(75.2 と、合わせて役立つJが(14.6%)、[ある程度役立つJが (60.6%)

%)が積極的に評価していることが判る。また同様に、専門能力の通企業性

について尋ねたところ、「大いに役立つJが (9.7%)、「ある程度役立つj が

(59.7%)が積極的に評価している。(図表1・5、ト6)と、あわせて(50.0%) 

とすれば、彼らに再び機会を提供することは、企業内における人材開発投

さらには大企業の社会的役割の視点からも大変意義深資効率の視点からも、

い試みとなるであろう。先に紹介したT社の rBRJや「チャレンジキャリ

ア支援制度」は、見方を変えればこうした試みの一環と位置づけることもで

そして、その延長上に企業内部におけるベンチャー支援制度があ

る。退職後に起業を試みるには、あまりにも個人が負担すべきリスクが大き

14 
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第 l章 日本的成果主義と企業家精神の醸成

い。在籍中に起業のシーズを育て、テイクオフするまでのサポートを会社が

提供してくれれば起業リスクは大幅に軽減される。 一方、企業にとっても、

社内ベンチャーの奨励は、社員のチャレンジマインドを高めるとともに、社

員に起業の機会を広く提供することを通して、産業社会により多くの起業

シーズと人材を提供することにもつながる。すなわち、それは産業社会全体

の活性化に向けた企業の社会的役割の一つでRもある。

例えば、 T社では、 1996年より「ベンチャーファンド」を社内に創設し、

起業家育成に向けての本格的な取り組みを開始している。この制度は、起業

を通して rTードリームJの更なる発展を目指す rT社第 2の創業期」に

相応しい企画と位置づけられている。この 「ベンチャーファンドj には、使

途フリーで常時500億円の資金が経常的な予算管理の枠外にプールされ、副

社長会の決定に基づき起業支援に供与される。社員なら誰でも何時でも社内

イントラネットを通じて応募ができる。その際、上司の決済は必ずしも必要

とはしない。応募案の採否についての意思決定は、先のベンチャーフアンド

と同様に事務局と副社長会の実質 l段階である。応募者は一旦職場から離

れ事務局に移籍した上で、事務局を通して「起業塾」など外部研修も含めた

幅広い支援を無償で受けることができる。もちろん退職を前提とするもので

はない。また、起業時には必要なつなぎ資金の貸付や人材の派遣をはじめ、

会社から本人の資産状況に応じて不足分の資金提供が出資の形で行なわれる

など、手厚い支援が行なわれている。また、役員持ち株制はもちろん、一定

限度で、株式取得資金について会社から無担保で資金貸付が行なわれるなど、

さまざまなインセンティブが用意されている。こうしたT杜のベンチャー支

援制度の歴史は1985年にはじまり、ノ〈ブ、ルの時代にその体制がほぼ固まり、

そして1996年からは一層の充実を見る。(図表 1・7) それは、雇用調整など

後ろ向きの対策ではなく、社員のチャレンジマインドの高揚と優秀な人材と

起業シーズの産業社会への還元といった企業の社会的責任の一環として、積

極的に評価されるべきであろう。
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第 2章

役割トレンド改革後の企業と個人
一人事改革の現場からー

第 1節 混沌とした人事改革の行方と個人

企業が人事制度を「改革Jするといったニュースが頻繁に見られるように

なった。

I今後 5年間における企業の経営戦略Jとして企業が何を挙げるかを調

図表2-1 今後 5年間における企業の経営戦略

rtill íl~J{~ 

業務の効本化 73， 70 

本来の光:k・強化 70， 10 

人材育成の強化 68. 60 
晶司ー・

人 'JI処i但mlJ皮の改ff- 60， 60 

財務体質の強化 59， 00 

l似光 ・t:.tJli(焔|“lの，;血化 56， 30 

新規事業!L(IJfl 42， 00 

事業の{~f!Jl化 33， 30 

研究開発iff¥門の惚化 26， 60 
晶一 一'一ー・

子会社の?削I!・統合 10， 50 

術外耳Wl. IIJJ際的I"Jの強化 10， 40 

}J;(材料 ・'{:N'llJ匂;の輸入拡大 5， 10 

企業ぐるみの 'J(;{!転険 3， 30 

その他 1. 00 

日本労働研究機構「企業の事業展開と雇用に関する実態調査J

『平成 1 2年度版労働白書~ 1 999年。
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査した報告によると、数ある経営戦略の中で 6害IJを超える企業が「人材育

成の強化j と「人事処遇制度の改革j を挙げている。同 じ回答の中で他に 6

割を超えた「経営戦略Jは、 「業務の効率化」と「本業の充実・強化j のみ

であった(図表 2-I) 0 

人事改革が経営者の関心を集める背景には、急速に少子高齢化の道を進む

社会ゃなかなか低迷を脱しない経済などからくる危機感がある。先行きの不

透明さ・環境の複雑さや危機感は企業の人事改革を混沌とさせる。最近の経

営者が、自社の強みを活かしたいなど独自性の強し、人事制度を指向する傾向

があるのをクライアントへのコンサルティングを通じて筆者も実感してい

る。

一方、企業を構成する個人に目を向けると、経営者、起業家、従業員、

ノξートタイマ一、派遣社員、独立した個人など、立場や選択肢というべきも

のが多様化している。この多様化は、人件費の変動費化を望むなどの企業

ニーズと、個人の指向や価値観の変化との関係性の上に成り立っている。一

口に企業といっても構成員は既に一様ではない。人事制度が独自性を増し、

独特の施策が各企業で取られる傾向を考え合わせると、正規従業員自体も既

に質的には様々な面で多様化しつつあると捉えることができる。

このように企業と個人の双方が互いに関係を多様化させ、その多様性を映

す鏡ともいうべき人事制度はかつてない混沌とした様相を呈している。この

章では、日本企業の人事改革の今後と、そこから導かれる企業が求める人材

としての個人を概観したい。

第 2節 人事改革の円錐モデルと個人の意識改革

人事改革が混沌とする状況の中で、近年の日本企業の人事改革を{府轍する

ために、大きく次の三つの視点で整理したい。

18 



第 2章 役割トレンド改革後の企業と個人

図表2-2 人事改革の三要素と三つの意識改革

人 :Jf改革の ー~tl 誹; ーつの必織改I'{

-経常JlI!念、の刷新 新しい仰iil!i徳l
向li Irlliil!iMI -人引 )j~\ の刷新 を認識し、自新しい倒的観のJJI!W(
itI! の改Jlt -改N"lr~Jの 11!ぷ 身のIrmlr白観と:・古い仰ilrtilillのZE却
杷i -スローガンのr1!/J、 の関係性を認 ・新しい仙i他鋭の受谷

強化メッセージ 散する

コ -飢餓|刈の改定
プ 新しいコンテ ・コンァントのsJ1w(ノ

コンテント
-峨J先分掌の変.'1! ロ ントを自分に;

ア
改革

. 1'1任総¥Ih!の変.iI!
セ 当てはめて却!l'コンテントの評仙

/ -烈'1:!分担lの変.ll! 併し受容れるl'コンテントの受託子
ト -賃金テーブルの公民

ス

-意思ikiEプロセスの変史
プ

-業務プロセスの変更
新しいプロセ・

ロ プロセス スを自分のもti・新しいプロセスの紹減

セ 改Ir":
-慣習の切り敗え 書rJとしてJ11!W(一.思ー考プロセスの移行ー

ス
-アンラーニング し行動に移すi. ii'ifjlJ7'ロセスの移行

:・新しい抑制lプロセス導入

占は.人事改革のー盟k;とーつの臣、，識改革制の‘対比、を'J、している.
つのむ織改'¥'d;t.プロセス改革と主w..である. 人・'Jf改 j)'i.の :=: ~本を:tJll.に向かわせるためには、 戸 つの~:，制改 ・\'.:

は逝けて通れないのである.

-経営理念、や人事方針などに込められる I(中心的)価値観の改革j

・組織図 ・職務分掌 ・責任権限・課業などの「コンテント改革」

・意思決定プロセス ・業務プロセス ・慣習などの「フ。ロセス改革」

これを本章では 「人事改革の三要素(以下、「改革三要素J) Jと称する(図

表 2-2)。

「価値観j は方向性を指し示すものである。価値観もコンテントやプロセ

スによって構成されていると考えることができるが、改革を進めるために特

別視すべきコンテントやプロセスのエッセンスを指している 1)，2)。

これらを視覚的に把握するため、改革三要素の関係について実務家が人事

改革に持つイメージを立体的な図として再構成したのが「人事改革の円錐モ

デノレ(以下、「円錐モテ‘ノレJ) J (図表2・3)である。円錐モデルは、「人事改革

19 



図表2-3 人事改革の円錐モデル

改革の到達点が“遠い"

ほど、価値観を明確に絞

り込んでいかなければな

らない。

人よよジデYトー~l一人明記ら

ユとZと上 Z旦主主

制l餓コンテン ト l 組織プロセス

町、， 目、、、，目、、、、、、
‘ 、、、

l 人事1制))(

，
 ，
 

，
 

，
 

，
 

，
 

，
 

、、、、
、

人的コンテント | 人的プロセス

のゲシュタルト (Gestalt)Jを表したものである (Gestaltは「形相・ 全体」

をさすドイツ語)3)，4)。円錐の先端が 人事改革のベク トルを表す。この

ベク トルを作り出しているのが、底面(中心点)と、そのエッセンスたる頂
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第 2章 役割トレンド改革後の企業と個人

図表2-4 r人事改革の円錐モデル」の構成要素(一例)

コンァン ト プロセス

A組織図 a組織機能プロセス
B職務分掌 b:業務プロセス
C責任権限 c:意思決定プロセス

組 D:情報システム d:公式な情報ネットワーク

織
ー・......・ーー・・ー・・・ーー..........ー・・ー・・・・・・・・ー・・・ー・..・.......ー・ー.....・ーーーーー・・・ーー・・・ー・ーー.........ーー .......・ーー.....................
A:役職制度 日:昇進/登用・抜熔制度
B:職群/コース制度 b:職群転換制度

人 C:役職報酬/職位報酬 c:業績報酬/仕事給型基本給

ー 事制
D:人事権/回送ルート d:提案制度/表彰制度

E:目標管理制度/自己申告制度 e:CDP/社内教育制度
度

F:等級制度 f:育成商接/カウンセリング制度
G:人材基準・要件 g:人事考課制度

@l H:属人的な報酬/属人給型基本給 h:奨励金制度/慶弔金制度

人
-ー・ ・・・・・・・......・・ ..ー・ー・ー ー・・・・ ・・ー・・ ・...........・・・ ・・a -ー................ー，骨骨骨骨・....・ ー・・・ ・ーー
E職務/役割 E キャリアパス/成長プロセス
F:課業/担当範囲 f:業務遂行プロセス
G知識/技能 E慣習/メンタルモデル
H属人的な立場(年齢-家族など) h 非公式な情報ネットワーク

人 'J Ii I ;lJ )~そのものはコンテントとプロセスの双}jの以ぷを合むが、それぞれ特徴として>Lるべきポ
イントによりい〈づ}をわった。
また、何人'JIi凶肢が。コンテン トやプロセスとよ，1M.、するように配列した@従って、 A枠内は |卜に
それぞれ対応するものが削に列挙されている(アルファベットにより対此、を川した)。
また、コンテシ卜とプロセスの対比、|見l係も、抄，¥I，;JIが対応するように配列してある。
ただし、叶然のことだが、各a，lJJ.主に合まれる全てのコンテントとプロセスを受けて配列されている
わけではないも人引制度はれ々 にして峨々 なコンテントとプ口セスを合んでいるからである。

点である。底面は [コンテン トープロセス]の軸と[組織一個人]の軸に

よって区分しである。また、内側の点線の円をいわゆる人事制度そのものと

捉えている。人事制度は決して人事改革の対象全てではないが、人事改革を

統合する役割を果すため中心の円として表しである。

円を縦横に区分した四つの領域(組織コンテン ト・ 組織プロセス・人的コ

ンテン ト・人的プロセス)全てに改革を施すことが、近年の人事改革に求め

られている。 四つの領域 と人事制度の関係を一例としてまとめたのが (図表

2・4)である。近年は円錐モデルのどこか(例えば(図表 2-4) のどこか)が

欠落 したりすると 、人事改革が失敗する可能性が高まっている。
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「失われた十年」以前の人事改革は「コンテント改革j の色彩が強かっ

た。日本経済全体が成長していた右肩上がりの時代には、経営と人事施策と

を別個のものとして考える方がむしろ好都合だった 5) 価値観の改革j で

すら、「改革のゴールとなるコンテントに辻棲だけ合わせた価値観を打ち出

してきたJと言っても過言ではなし、かもしれない。ましてや「プロセス改

革」を明確に意識して実行できる企業はごく一部に限られたのではないだろ

うか。しかし、近年の経営環境はもはやそれを許さない。一部が欠けたら、

それはもはやゲシュタルト(形相・全体)とは言えない。円錐モデ、ルのどこ

かを置き忘れたら相応の代償を払わなければならない。費やす労力が幾倍か

に膨らむ可能性は極めて高いし、時には事業の活力を弱める結果を招くかも

しれない。

一方、人事改革が日常化した今日、個人はどのような影響を受けているの

だろうか。

就職活動中の学生に対するある意識調査では、「自分のキャリアのために

は転職も考えるj とした回答が55%に上ったという 6) 終身雇用は期待し

ない」との学生からの意思表明だ。しかし、そう回答した学生が全て、転職

を繰り返しながらステップアップしていくということではない。「転職も視

野lこj としづ回答は、終身雇用の崩壊が日宣伝される中で、不安な若者の防衛

的な意識が表面化したことの現れではないだろうか。

従来、人事改革に対する個人の立場は極めて受身であったが、終身雇用制

の崩壊が個人に企業と対等な主体性を求める圧力となっているのは確かだ。

しかし、日本の企業社会に根ざす終身雇用をはじめとした日本的雇用慎行な

どの文化は未だに根強い。

企業の既存の構成員は、これまで、培ったメンタノレモデル(心象・既成の考

え方)7)，8) をすぐには拭い去れない。終身雇用の構造が崩壊していること

を頭で理解できても、それをどジネスの進め方に結びつけて行動に結実させ

るのはなかなか容易ではない。 I終身雇用的価値観Jが抜けきらない先輩社

員ばかりに固まれていたら、かつて「転職も考えるJと回答したはずの新入
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第 2章 役割トレンド改革後の企業と個人

社員も、「終身雇用」という単語は拒絶しながら、「社歴が長い人を畏怖しな

ければならなしリ、「学歴が高い人が偉くなるのは当たり前だj、「成果主義は

若年世代の我侭だから主張すべきでなしリ、など、実質的には企業が従来か

ら持っているメンタルモデルを知らず知らず身につけてしまうのではないだ

ろうか。

個人から見た人事改革は、改革三要素に照らして次のような意味を持っと

言えよう。これをこの章では「三つの意識改革j と称する(図表 2・2)。

-新しい「価値観」を認識し、自身の価値観との関係性を認識する

・新しい「コンテントJを自分に当てはめて理解し受け容れる

・新しい「フ。ロセスJを自分の役割として理解し行動に移す

三つの意識改革は改革三要素でいうプロセス改革に含まれる要因である。

円錐モデルではプロセスを組織と個人で分けているが、 三つの意識改革は、

組織プロセスと人的プロセスの改革双方に含まれる。プロセス改革の欠落

は、強い企業の落とし穴でもある。商品力など他の強みがプロセスの欠落を

補って余りあるときは気がつかないが、勝敗や成否がぎりぎりの状況での意

識せざる欠落は、まさに致命傷となりかねない。その意味で三つの意識改革

が人事改革の重要なポイントになってくる。

円錐モデルで、は、人事制度は[コンテントープロセス]、[組織 個人]と

いう こ軸の中央に位置する。人事制度の改革は人事改革の大事な一部分であ

るが、決して「人事改革=人事制度というコンテントの改革j ではない。 し

かし、人事改革をコンテント改革と捉える企業は依然として多く、自然、個

人もそのように捉えがちである。
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第 3節 コンテント改革とプロセス改革

人事改革によってビジネスの進め方がどう変わるかを認識しなければ、

「コ ンテン ト」は変わっても「プロセス」はあまり変わっていないという事

態が起きる。

例えば、役職リストラを行なって諜を廃止したような場合でも、「元課長J

が「同僚Jを部長の代行として 「管理j するようなケースが見られる。課と

しづ単位 ・機能でビジネスを推進することを既に経営は(公式には)求めて

いないにも関わらず、高い専門性を求められる担当者の一人として機能すべ

き「元課長j が、 管理職として機能しようとし、周囲もそれを疑問に感じな

いのである。

この場合、 指揮命令系統の混乱によって業務プロセス改革が進まないこと

が想定されるし、組織メンバーの役割認識が実質的に変化していないことか

ら、人的プロセス改革も遅々として進まない。これでは、課制廃止による組

織のフラット化、意志決定スピードの迅速化、組織メンバーのプロフェッ

ショナル化など、改革の目的が何一つ達成されないことになる。

実務的には、業務プロセスや組織プロセスの改革を旗印として人的プロセ

ス改革につなげる方が人事改革の生産性は高い場合が多い。あるハイテク製

造業の人事改革を例にと って具体的に考えてみよう。

【事例 オータム社(仮名)の人事改革】 9)

オータム社は国内に開発・製造 ・販売 ・管理機能を持つ電子機器製造業で

ある。製品を民間企業向けに代理屈を経由して販売している。従業員数は約

500名。事業拡大に伴い十年程前から活発な中途採用で人員を拡大 してきた

が、現在は新卒採用も行なっている。従業員の平均年齢は約40歳である。な

お、創業経営者が会長に退き、新社長に代替わりしたばかり である。

オータム社の事業内容は、電子機器やその交換部品の開発・製造 ・販売で

ある。強みは高い研究開発力であり、弱みは製造部門の効率が低いこと、ア
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フターサービスが同業他社に比べて弱いこと、人材の育成が苦手なことなど

であると認識されている。

長年、年功的な昇給や昇格 ・昇進を繰り返してきており、中高齢層の賃金

水準がかなり高騰していた。このため人件費率は同業他社に比べて相対的に

高い。事業環境が厳しさを増しているため、給与の見なおしは急務とされて

いた。

給与体系は、 中高齢層に厚く中堅層に薄い中だるみした年功型である。新

卒など若年層は他社とそれほど差がないが、中堅層の賃金水準は、同業他社

の同年代よりもむしろ低い。最近は、他企業から転職してきた中堅社員など

から給与水準に対する不満がよく聞かれるようになった。

従来の人事制度は職能資格制度 10)，11) であったが、年功的な運用に陥っ

ていることから、「年功の払拭J、「成果主義の導入J、「組織的な人材開発力

の向上Jを目的として人事改革に着手した。

人事改革は人事部の主導で実施された。また、社長が人事改革は経営の意

思であると役員以下全社に号令をかけたため、改革案の検討は予定に従って

順調に進んだ。

新しい人事制度は、年功的な運用に陥りがちとされる日本的な「能力J

や、組織の柔軟性を阻害する米国的な「職務」などを価値観の中心に置くの

ではなく 、オータム社における役割価値を処遇の柱とする役割等級制度12)，

13) で、あった。役割価値の算定は人事部が行なって各部門長の承認を取る形

で進められたが、移行上の様々な議論と調整の結果、既存の役職をほぼその

まま役割等級の段階区分として用いることとなった。非役職者は既存の職能

資格制度による等級区分をほぼ踏襲した。

実際に新しい人事制度が導入されると、様々な苦情が人事部に寄せられ

た。それらを総合すると、結局のところ改革目的であったはずの年功の払拭

や、中堅層が待望していた成果主義、組織的な人材開発が実現されていない

ということだった。事業上の「弱みJも改善される兆しがほとんど見られな

かった。中堅層の特に優秀者に落胆や不満が生じ、組織運営や業務遂行にも
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一部支障が生じるようになった。

事態を重く見た社長は、外部コンサルタントに相談を持ちかけた。コンサ

ルタントは、新しい人事制度はそのままにして、「お客様満足度向上キャン

ベーンj を実施することを提案した。キャンベーンは各自のお客様(社内下

流工程を含む)に対して改善計画を提出し、その計画に従って半年間改善活

動を行ない、その結果によって特別賞与を支給するというものだった。

キャンペーンは一部に「実行する価値がなし、」などの抵抗を伴う混乱を引

き起こしたが、改善活動を精力的に進めた部門では、次のような効果が現れ

た。

-新人事制度が掲げていた「役割価値」が改善活動の結果、高まったと認識

された。

・改善活動を熱心に推進した結果、役割価値が高まり、各自の給与と貢献の

バランスが改善された。

・無意識に「年功への信頼j を捨てきれずにいた人々が「役割による処遇j

に肯定的になった。

キャンベーンはその後も継続され、新人事制度はしばらくして定着し、中

堅優秀層のモラールは概して改善された。一方で新人事制度の主旨(役割価

値による処遇)が徹底されるようになったことから、対応に戸惑いを見せる

一部の中高齢層に不満が高まり始めた。

第 4節 オータム社の事例に見る人事改革三要素

この事例では、改革三要素が次のように満たされていったと言える。

• r価値観の改革」は、当初人事改革の目的(r年功の払拭j、「成果主義の
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導入」、「組織的な人材開発力の向上J) として示されたが、実際に価値観

が機能し始めたのは、「お客様満足度向上キャンベーンJが開始された後

である。

・「コンテント改革j は、新人事制度の導入時に枠組としては達成されたと

考えられたが、給与と貢献のバランス改善など実質的なコンテント改革

は、「お客様満足度向上キャンベーン」の成功体験を経た部門でのみ達成

された。

・「プロセス改革Jは新人事制度が導入された段階で制度運営プロセスとし

て実現されるはずで、あったが、実際には、役割価値認定を行なう移行調整

の意志決定プロセスで、既存の役職や職能等級を温存してしまい新制度の

主旨が弱められた。ソフトランデイングを指向したという点では実際的な

判断ではあったが、新制度の運用が開始された後も、同様の意志決定プロ

セスが残ってしまった。また、そうした古い意志決定プロセスの存在が、

個人の新たなメンタルモテ、ルの獲得を阻害した。プロセス改革は、キャン

ベーンにて各個人が実際に担当する業務プロセスの改善を、役割価値の高

まりと結びつけて体験することにより、実現に向かうこととなった。

事例では最終的にコンサルタントが導入されたが、コンサルタントが行

なったことは、人事制度の再設計ではなく、定着支援で、あった。何か別の制

度を提案したのではなく、新しい制度に適したプロセスへと移行する手助け

だ、った。新しい人事制度自体には特に問題がないと判断した(コンテント改

革やその前提である価値観の改革については概ね正しい方向であると判断し

た)ため、プロセス改革を後押じすることで人事改革を成功に導こうとした

のである。

注目したいのは、このプロセス改革が基点となって、コンテント改革が実

質を伴うようになり、価値観の改革も名実共に達成に向かったことである。

また、もう一つ注目すべきなのは、プロセス改革を推進するきっかけと

なった「お客様満足度向上キャンベーンj では、プロセス改革そのものが目
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的として明示されたわけではなく、「お客様満足度」および「特別賞与」と

いうコンテントが示されたことである。これにより、個人が改革の過程で具

体的に何を変えたら良し、かが部分的にではあるが、明確になったのである。

図表 2-1にあるように経営者は人事改革や人材育成を重視しているが、実

際の「人事改革j を一面的に捉えている企業が数多く存在する。円錐モデル

のどこかが欠けるのである。

プロセス改革が抜け落ちたケースは価値観もコンテントも中途半端な改革

に終わる。オータム社の場合、役割価値認定で意志決定プロセスの改革に酵

踏したことが、個人の年功的メンタルモデルを温存した。結果として「弱

みj を克服していくための業務プロセスも手に入れることができなかった。

反対にプロセス改革を重視している企業の中に、コンテントを相対的に軽

視する企業も一部見うけられる。このような場合には、従業員がプロセス改

革の正しさを信じたり明確に意識したりするためのコンテントが明示されな

いことにより、具体的な意識改革にならないなどの問題が生じやすい。オー

タム社の役割価値と人件費のバランスが改善されたのは、キャンペーンでコ

ンテントが明示され、従業員が具体的な行動を意識できるようになったから

であった。

また、特にオーナー企業などでは、経営理念や経営方針を掲げること(価

値観の改革)で自然発生的な人事改革を期待するのを見かけることがある。

経営者の強いリーダーシップが有効に作用してうまくし、く可能性は確かにあ

るが、一方で改革推進のエネルギー効率が低くなったり、それで、も改革のス

ピードを確保しようとして何かを犠牲にしてしまう可能性がある。オータム

社の事例はこれに該当しないが、筆者がかつて深く関わった企業がこれに近

かった。その創業経営者は後に解任され、創業経営者時代に不満を穆積させ

た労働組合は、現在の経営陣に対してより大きな発言力を持つに至ってい

る。創業経営者の先見性や事業に賭ける情熱、成功物語、カリスマ性、そし

て強力なリーダーシップ、それらは極めて有効な改革パワーの源である。し

かし、価値観だけでなくコンテントとプロセスの改革についてもそれらのパ
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ワーを正しく行使すべきである。

コンテント改革とプロセス改革が揃って初めて、価値観の改革が達成でき

るのである。また、価値観の改革が方向性として掲げられているからこそ、

コンテント改革とプロセス改革を統合できるのである。過去に何れかの要素

を意識しなかったのに人事改革がうまくいったような成功体験があったとし

ても、常にそれが通用すると考えるべきではない。特にこれからの経営環境

では三要素が揃った人事改革でなければ「改革の進め方が原因で改革に失敗

するJという、企業経営として絶対に避けなければならない事態を招き寄せ

ることになる。

第 5節 オープンシステムとしての人事制度

円錐モデルと改革三要素の枠組により、人事制度を目的通りに改革し機能

させるため、どのように考える必要があるかを大まかに把握した。

次に、最近採用される人事制度の傾向について見ていきたい。世の中で実

際に選択されている人事制度の中身を知ることは、人事制度を企業内でク

ローズしたシステム(以下、「企業内システムJ) としてではなく、オープン

システムとして捉えた場合の今後の展望を得ることにつながる。人事制度は

企業にとって経営システムの一環であると共に、社会経済に視点を広げる

と、人を媒介としたオープンシステムである。労働関連法規や社会保障制

度、学校教育制度、景気動向やアウトソーシングビジネスの広がりなど人事

制度以外の経営環境と共に、企業内システムである人事制度自体が各々変化

し、相互に干渉し合うことで労働市場が生まれ、労働慣行が醸成され、変遷

をたどるのである。

一般に新聞や雑誌で取り沙汰されるように、人事改革にも流行りすたれが

ある。 しかし、流行りすたれの背景には大きなトレンドの変化が必ず存在す

るし、また、そのトレンドの変化自体が、オープンシステムの改革であると
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見ることもできる。日本の企業社会は、まさにオープンシステム改革のまっ

ただ中で荒波にさらされている状態である。個々の企業にとってオープンシ

ステム改革をし、かに捉えるかは、実は時代を真に先取りできるか否かを決め

かねない重大な問題なのである。

一方、オープンシステム改革としての人事改革を展望するというのは概念

的には可能だが、実務的には困難さが伴う。日本の人事改革はある意味で混

沌としているからだ。

総合商社や総合電機など「総合」の名のつく有名企業が、事業の選択と集

中を進めるニュースが引きもきらない。産業構造の変化により業界毎に経営

人事を取り巻く環境に大きな差があるため、事業分野や部門機能により経営

人事戦略を異なったものにしたいというのは経営側からすれば当たり前の

ニーズとなっている。

また、経営状態の違し、から人事改革の差異が大きくなる傾向もある。閉じ

業界でも トヨタ自動車と日産自動車のよう に経営の好不調が鮮明になると、

採用すべき経営人事戦略にも自ずと差異が生じてくる。このように、業種の

違いや業績の差異が企業の人事施策に与える影響が過去と比べて相対的に増

しているのである。

適切な「オープンシステム観」を持つため、これらの状況を踏まえた上

で、実務家が人事改革のトレンドをどう捉えているかを見ていくことにす

る。

第6節 目米の人事改革トレンドと役割主義人事

日本の実務家が人事改革をどう捉えているかを見るためには、従来の日本

の人事制度がどんなものであったかを確認しておく必要がある。日本的雇用

慣行はそう簡単に抜けきれるものではないが、オープンシステム改革下の人

事改革は 「日本的雇用t慣行が持つコンテントとプロセスから、目指す新たな
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コンテントとプロセスを獲得するまでの一連のステップ」だと言える。

日本の人事改革のトレンドを浮き彫りにするために米国との対比がよく用

いられる。実務家の間では、「日本は米国的に、米国は日本的に変わってき

ているJとされる 14)。

米国の人事制度は、基本的に職務と成果の組合せにより処遇を決定する理

屈になっている。端的に言って、 「職務Jも「成果Jも可視性や定量的な把

握に優れ、客観的である。雇用差別を厳しく禁じた法制度を背景とする米国

的労働慣行は、職務(ジョブ)や成果(パフォーマンス)といった客観性の

高いそノサシで人事制度を構成しようとしてきた。 しかし、客観性を重視す

る雇用慣行は、経営方針に合わせた柔軟な人事戦略の実行を阻んできた。

1980年代の低迷から米国企業が脱した背景には、こうした法対応的な客観性

重視の視点を主体的な発展性重視の視点に切り換えたことがある。職務や成

果に加えて導入された、コンビテンシーや組織学習プロセスの広がりなどが

それにあたる 15)。

これに対して日本企業は1970年代から広まった職能資格制度と共に経済成

長を続けてきたが、これが職能資格制度の年功運用を許容する結果を生ん

だ。 j織能資格制度の価値観は能力である。能力を処遇の根拠とするというこ

とは、個人に対する評価そのものを処遇の根拠とすることであり、個人の成

長と企業の成長の一致を当然のこととする仮定が存在したことになる。だが

パブ.ル崩壊後、企業はそう簡単に成長できなくなった。個人の成長と企業の

成長の、盲目的一致の幻想が打ち砕かれた。経営を取り巻くパラダイムの変

化が個人の能力を打ち消した部分も、元々企業の成長ほどに成長していない

個人の能力を盲目的に認めてきた部分も、共に明るみに出た。

日本企業は、そうした「能力Jに対して負担する人件費に耐えられなく

なった。このため、日本では処遇のための価値観を能力から職務や成果に転

換しようとする企業が相次いだのである。特に人件費が高騰していた大手企

業で、は職務等級制度や成果主義的賃金体系の導入によって人件費の高騰を押

さえこもうとする動きが見られた。オータム社の事例でも人件費構造をし、か
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に改善するかが人事改革を進める上で大きな関心事であった。

しかし既に、過度の職務や成果への傾注を見なおす動きが出てきている。

富士通はいち早く成果主義的人事制度を導入した企業として知られているが、

成果主義の代名詞でもある目標管理制度の修正を迫られたと報じられた 16)。

激しい競争が続く証券業界では、国際証券の成果主義的人事改革が労働組合

や従業員の反発を喚起し、社内が混乱しているとの報道もあった 17)。ま

た、職務等級制度はやはり日本ではデメリットを克服することが難しいとす

る意見が根強し、 18)。

最近、先進的とされ注目される人事改革事例では、能力と職務の中間的価

値観である「役割(類似のものに、“ミッション"などがある)Jを採用し

たものが多い。 r役割j としづ価値観は、「仕事の違いを第一の根拠に処遇

するJ点で「職務」と問機の視点を持ち、「仕事の将来価値を高める個人の

活動Jを加味する点で「能力Jも処遇の根拠として併用するものである。

オータム社が事例の中で採用したのもこの「役割j であった。

日本企業に実際に導入されている役割主義人事制度のコンテントを見てい

くと、米国における職務等級制度修正の動き(ブロードパンデ、イングや、コ

ンピテンシー、組織学習プロセスの導入など)との類似性が見出せる。しか

し、同ーのものではないことにも注意が必要である。

確かにゴールとしての人事制度がコンテント面で似通っているのでコンテ

ント改革の参考にはもってこいである。しかし、プロセス改革の参考とする

には日米の環境や改革前のプロセス(例えば日本的雇用慣行と米国的雇用慣

行)があまりに違いすぎる。よって円錐モデルからプロセス要因が欠溶(あ

るいはミスマッチ)する可能性があり、円錐の頂上部分たる改革のベクトノレ

を正しく設定できない可能性があるので、実は価値観の改革の参考にもしづ

らし、。

米国の最近の人事制度と比べて、役割主義人事制度は役割価値の決定につ

いて各企業がフリーハンド、を持っていることが特徴として挙げられよう。米

国の職務主義人事制度は、人事制度の柔軟性を職務価値の外的公平性を担保
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できる範囲で実現しようとするアプローチをとる 19)。しかし、日本には役

割価値の外的公平性という確固たる概念そのものが存在しない。このフリー

ハンドを活かすか制限するかが大きな分かれ道となる。活かせば日本独自の

役割主義人事を進化させることになり、制限すれば米国的な職務主義人事に

近づくことになろう。

フリーハンドを制限するということは、例えば法律によって役割価値算定

の基本的ルールを定めてしまうようなことが該当する。例えばカナダの法律

は、職務評価にあたって「技能J、「困難度J、「責任の大きさ」、「職場環境」

の四つの基準で評価することを義務づけている 20)。日本の労働法は、内的

公平性(社内の公平性)の確保については様々な規定を設けているが、外的

公平性(企業聞の公平性)を求める規定はほとんどないと言ってよい。

法制度の行方は不確定要因があって一概に予想することが難しい。しか

し、法律は企業社会が実践したオープンシステム改革の後を追し、かける可能

性がある。法改正は社会経済の変化の実態に合わせて行なわれることが多い

からである。ならば企業は今、将来をどう考えているのだろうか。

2000年度に筆者らが行なった調査(図表 2-5) によると、調査時点では大

半の企業が職能資格制度を採用しているが、 12003年頃を目途とした将来J

の予想では、実に管理職で半数の企業が役割等級制度を採用しているであろ

うと回答した。管理職以外の採用率も、現在より 3 倍~5 倍程度上昇する

であろうとの回答があった。これらの傾向は、上場企業・非上場企業を問わ

ず認められた。その分、職能資格制度は全ての職位階層で採用率が低下し

た。調査時点で採用率がわずかな職務等級制度は、「将来j でも横ばし、から

微増に止まる。「役割Jへの流れは、先進的な企業に止まらないことがほぼ

明らかになった。

混沌の中にあって、オープンシステム改革のトレンドは「役割主義Jが有

力な方向性であると見ることができょう。では、役割主義が実現された企業

社会とそこで活躍する個人はどのように展望できるであろうか。
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図表2-5 骨格となる人事制度の採用状況(現在・将来)
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東海総合研究所「春闘および人事制度に関するアンケー ト結果報告書J2001年2月。

この調査は、全国の上場企業および中堅企業を対象として郵送により実施された。

実施期間は2000年 10月下旬~ II 月中旬。 回答企業数は285社。 回答者は各企業の人

事部門。設問では現在採用している人事制度が何であるかの他、将来(2003年を目

途)採用していると恩われる人事制度が何であるかを聞いた。複数回答。
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第 7節 役割トレンド改革後の企業と個人

役割主義がオープンシステムとして実現された企業社会を展望するにあ九

り、前節で述べた法改正の方向性のように予測しづらい仮定は考慮しない。

最も堅実で実際的な展望を得るためには、「そのような企業社会に歪，乙ため

の個々の企業内システム改革(以下、「役割トレンド改革J)Jがど小ような

改革であるかを先進的な実例から探ることが適していよう。また、役割トレ

ンド改革に対する制約の少ない企業の事例を選定する必要がある。すなわ

ち、従来からの法規制・労使関係の継続性・海外親会社の意向、といった過

去・労使関係・外国などからの制約条件を抱えておらず、かつ、組織は少な

くとも一定の機能分化を遂げている、という二点である。実は、そのような

企業を、筆者が直接人事改革に携わった企業の中から選定し、企業が特定さ

れないよう(事例としての統一感を保ちながら)複数社組み合わせたのが前

述のオータム社の事例である。「お客様満足度向上キャンベーンj 後のオー

タム社の動きから、役割トレンド、改革後の企業の姿を探ってみよう。

【オータム社の人事改革後の動き】

・役割等級制度の運用をブラッシュアップし、役割価値の認定方法を、オー

タム社のビジネスモテ守ルや組織、構成員の実態などに合わせて独自に改良

している。結果として役割価値に対する社内の認識が共通化しつつある。

一方で対外的な検証(社外価値とのつき合わせ)にも目を向けようとして

いる(ただし役割価値は第一義的に社内価値であるとの認識を堅持してい

る)。

・独自の目標管理制度を導入し、「従業員j、「顧客J、「株主」に対する視点

でバランスのとれた目標設定と、「業務・組織・人的プロセスの継続的な

改善Jを追求した。評価プロセスの運営はよりオープンにしようとしてい

る。

・人事異動に真に本人の希望を活かす方策を専門委員会で検討した結果、市
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場メカニズ、ム(社内公募制やエントリー制など社内転職を促す制度)と早

期専門能力育成プランの双方が必要で、あるとの結論に達し制度化を検討中

である。現在特に力を入れているのは後者である。また、中高齢層につい

ては、製造現場の職種には新たな職域の開発と個人の戦力強化策を、ホワ

イトカラーなど他の職種には再就職支援プログラムの導入を検討中であ

る。

・福利厚生はカフェテリアプランを、退職金と企業年金は、確定拠出年金と

インセンティブプランに置き換えることを検討中である。

これらの取り組みでオータム社が目指しているのは何であろうか。

-役割価値に関する議論を重ねる ことで、例えば自社の強みや改善点と各個

人の役割との関係が明らかになる。ビジネスを強くするという目的に則っ

て役割価値の議論を続けることで、役割価値を向上するための知恵と行動

が喚起されることを期待している。

・目標管理制度は各自の課題を短期的に具体化し、 実行に移 し、結果を出

し、その結果を評価し、合意し、次の改善策の立案に回すことを目指して

し、る。

-人員政策にタブーをなくして合理的に検討しなおかつ社会的な雇用責任

としては何をなすべきかを押さえるようにした。このため、早期専門能力

育成というプッシュ戦略と、社内市場原理の活用というプル戦略を併用し

ようとした。また、中高齢層は現業とその他の職種を区別して施策を講じ

ようとした。

-福利厚生や退職給付は不用意に従業員を拘束する手段として用いるのでは

なく、在籍することに何らかの魅力が生じるようにすることを第一義的な

目的に切り換えた。

これらを従業員に求める行動や思考に置きかえると、次のようなことが挙

36 



第 2章 役割トレンド改革後の企業と個人

げられる。

-自身の役割を与えられたものとしてだけではなく、自分の希望や正しいと

信じる方向性を会社に示した上で役割そのものを拡大・充実・改良するこ

と。

-協働者の役割に対する認識を高め、 率直な意見交換を通じて具体的に相互

啓発すること 0

・役割価値を限定的な社内価値としてだけではなく社外価値としても確認す

る意識を持つことや、社外価値を向上させる行動をとること。

・ビジネスを推進する一員としての自覚を持って、ステークホルダーに対す

る貢献とビジネスのブラッシュアップを目的とした PDCAを回すこと 0

・自己のキャリアについて自身でも考え、自発的なキャリア形成努力を早期

から行なうこと。

・企業の雇用責任を放棄はしないが、人生の豊かさをオータム社での勤務だ

けに求めるような価値観に縛られないこと。

・盲目的・従属的な労使関係を従業員の側からも求めないこと。

例えば、これらの行動や思考を「役割トレンド改革後のコンピテンシー」

に導入することも可能である。ただ、笑際に人事制度で使用するコンビテン

シー(高業績者の行動特性)は、よりビジネス上の特性を包含する必要があ

る。上記 7つの行動や思考の例が示しているのは、特定企業のコンピテン

シーではなく、 「役割トレンド改革に対応する意識改革のゲシュタルト(以

下、「役割意識改革のゲシュタノレ トJ)Jである(図表 2・6)。

役割トレンド改革は役筈IJ価値を社内の価値として確立することを求める

が、そこに人材流動化の波が加わると、市場原理によって社内価値を社外価

値に転換する圧力が生じる。社外価値が現実のものとなってし、く過程では、

人材流動化の社会的なインフラが加速度的に整備されていくことが予想、でき

る。役割意識改革のゲシュタルトは、そのような企業社会に生きる個人が持
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図表2-6 役割トレンド改革に対応する意識改革

f9:訓トレンド改.1f， 役割意識改革 役割トレンド改革後の
の改革三要素 (ゲシュタル卜要素) オータム社従業員に求められること

役割価値重1)1 . (士 ~J}本位の価値観 -自身の役割を与えられたものとして
だけではなく、自分の希望や正しい

{I町
将来の成功重視 -成長重視の価値観 と信じる方向性を会社に示した !こで

{i1i 
役割そのものを拡大・充実・改良す

続
-パートすーシップ -白骨11旨，1司の仙l値観 ること.

.W，働者の役割に対する認識を高め‘
日本的庭用慣行 . [j的合週刊lある 車砲な意見交換をiillじて具体的に相
からのII児却l l当113な佃i{1自社見 互啓発すること。

.1立書1I価値を限定的な社内価値として

役割機能の -自他の役割の沼誠 だけではなく相外価値としても陥認

コ
合問!的配分 する意識を持つことや、社外価値を

、/ . 1主主'I機能の 7 -目標による管即 向上させる行動をとること.

7 
具体的J&栄への転鍛 口 の理解 -ビジネスをjjUlliする一員としての自

/ 
目委設された責任権限 セ • 1当律的な 党をtffつて、ステークホルダーに対

ス 役書1I行動の理解 市る賀市Iとビジネスのブラッシュア

-フラッ トな組織 -オープンな ップを|ヨ的とした PDCAを回すこ

情報交換の理解 と。
.，，1己のキャリアについて自身でも考

-役割機能の 目役事1Iの拡大充尖 え、自発的なキャリア H~成努力を早

柔軟なjlliJTI 改良の実践 jむ!から行うこと。

ブ 具体的成栄の -目僚による管明l -企業の!寵用責任を!i!i棄はしないが、

ロ 継続的，i'I.L の実践 人生の設かさをオータム討での勤務

セ スヒードの追求 -不i析の だりに求めるような価値観に紛られ

ス アンラーニング 1: . .:0 、こと。

-柔軟な -内外の情報収集 .盲目的・従属的な労使1l!11系を従業員

情報ネソトワ ク 探求活動 の側からも求めないこと。

つべき基礎的な行動や思考のありょうを表している。

役割意識改革のゲシュタルトを我々が認識しておくことは、企業毎に異

なった「改革三要素Jをもとに、自分自身が対処すべき 「三つの意識改革J

を導き出す手助けとなる。人事改革の結果 I人事制度として示されるコンテ

ント(例えば人事考課表に明示された評価基準。以下、「人事コンテントJ)J

から三つの意識改革の具体的な中身をひねり出すのは容易なことではない。

人事コンテントは、よりビジネス指向的であるべきなので、ビジネス指向的

な人事コンテントから意識改革のためのポイントを見出すには、各自が人事

コンテントをいちいちパラさなければならない。実は、よくある人事改革遅

延の原因の一端がここにあるのである。

オータム杜の事例にあったように、新しい人事制度をスタートさせて人事

コンテントを明示しでも、従業員の意識改革(人的プロセス改革)がうまく
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進まないことが多い。オータム社では、もっとビジネス指向のコンテント

(お客様満足度と特別賞与)を明示して意識改革を進展させていった。この

取り組みが、後にステークホルダー指向の白標とプロセス目標とを組合せた

目標管理制度に昇華したのである。

つまり、人事コンテン トだけでは意識改革の推進力が弱いような場合、ビ

ジネス指向のコンテン 卜を明示するのが有効で、ある。そして、どんなビジネ

ス指向のコンテントを明示するのが有効かを模索するには役割意識改革のゲ

シュタルトに比して 自社の従業員に足りない部分が何かを考えればよい。

オータム社のコンサルタン卜は、オータム社の従業員の意識と、役割意識

改革のゲシュタルトの差を思い浮かべて「お客様満足度向上キャンベーン」

を提案した。彼は、オータム社の社員が全般に役割や役割価値としづ概念を

真に理解しておらず、また、肯定的な受け止め方をしていないことを見抜い

たのである。このような場合、人事コンテン トをいくら改良しでも効果は小

さい。そこで、役割価値に対して肯定的になるために何が効果的かを考えた

結果、役割価値を高めるようなキャンベーンを思いついたのである。

同様に、我々個人が人事改革に直面したとき、それが役割トレンド改革

(オータム社のような人事改革)で、あったなら、 「役割意識改革のゲシュタ

ルト」をターゲットとして自身が何を変えていくべきかを一度改めて振り

返ってみるとよいだろう。もっともこれは従業員だけでなく、 「人事改革=

人事制度というコンテント改革」といったメンタルモデ‘ルに浸っている多く

の経営者や人事スタッフ、労働組合にこそ必要なことかもしれない。

最後に、この章の構成の決定的な問題点を解消しておきたい。この章は人

事改革と役割意識改革の fゲシュタルトJを中心に話を展開した。しかしな

がら、本文の構成はある意味、分析的であり 、全体(ゲシュタル ト) を見に

くく してしまった一面があるかもしれない。そこで、役割意識改革後の人物

イメージを共有するために二人の人物を挙げておきたい。 一人はラガーマン

平尾誠二さん、もう一人はサッカープレーヤー中田英寿さんである。独断と
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偏見だが、筆者はこの二人を役割意識改革後のゲシュタルト・モデルと呼び

たい。

平尾さんは管理職のそテ守ル、中田さんは非管理職のモデ、ルだ。ゲ、シュタル

トであるからは、これ以上の解説はしない。お二人の人物像は[参考文献]

に示した 2書のほか、ふんだんに情報があふれでいる。中田さんの情報は、

日々テレどからも入ってくる。例えば(図表 2-6) と彼ら二人を対比させた

とき、何か結びつく「新しさJや「凄みJはないだろうか。それがすなわち

本章のいう 「役割意識改革のゲ¥ンュタル トJを構成するのである。

引用文献

1)社会産業教育研究所「コンテント・プロセス ・データ」内部資料(2001年)

2) Edger H. Schein， Process Consulfafion Vol. 1 2.広 Addison-Wesley Publishing 
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第 3章

企業合併

一組織の結婚、理想と現実ー

第 1節 合従連衡一ばら色の合併神話と現状一

2001年 3月31日付けの日本経済新聞朝刊には、 三井住友銀行による全面

広告が、また 4月1日付けの同紙には、あいおい損害保険、日本興亜損害保

険、さらに 4月 2日付けの同紙には、ニッセイ同和損害保険による全面広

告が掲載されている。これらは合併により、 2001年 4月 1日付けで発足し

た会社である。

合併企業はいずれも、華々しくスタートを切るわけだが、その行方は必ず

しも、思惑どおりに行くとは限らない。コンサルティング会社の A.T.カー

ニーは、 1998年から1999年にかけて、世界各地の115社の合併企業について

調査を実施した結果、「大半の合併 (58%) は失敗に終わったことが確認さ

れた。JJ)としている。「二つの会社の力を統合したはずなのに、新会社をワ

ンランク上に押し上げるどころか、得意先を失望させ、他社の業績を下回

り、価値を崩壊させるとしづ結果に終わったケースが半分以上J2)という調

査結果を踏まえ、同社のマックス・ M ・ハベックらは、合併の失敗原因とし

て、次の 7つを挙げている 3)。

第 1は、ビジョンの欠如である。第2は、リーダーシップの混乱である。

第 3は、コスト効果の偏重である。第 4は、合併は当然社員に承認される

という誤解である。第 5は、企業文化の壁である。第 6は、コミュニケー
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ション上の問題である。第 7はリスクマネジメント(危機管理)の不充分

さであるo

彼らの挙げた 7つの合併失敗原因うち、本章においては、特に企業(組

織)文化の問題について取り上げることとする。

1 .本章における企業合併概念

企業合併は、 M&A戦略のひとつであり、有効な企業戦略として今日、注

目を浴びている。M&Aとは、 rMerger(合併)とAcquisition(買収)の頭文

字をとった言葉J4)であり、二つ(以上)の企業が一つの企業に統合し、よ

り大きな価値を実現することを目的として行なわれる。

なお、「合併とは、 二つ(あるいはそれ以上の数)の企業が合同するこ

とJ5) であり、「買収とは、ある会社が他の会社の全体またはその一部を買

い取ること J6)である。本章においては、 M&Aのうち、合併事例について

扱う。よって、 M&Aの手法のひとつとして近年増加している、持株会社設

立による事業統合は、対象外とする。

2 わが国における企業合併件数

公正取引委員会によると、平成 12年度 (2000年 4 月 ~2001 年 3 月)にお

ける合併の届出受理件数は、 170件であり、前年度の151件に比べ、 12.6%増

加しているという 7)。しかし、残念ながら、この数字は、国内の合併件数

の全てを表す数字ではない。平成10年改正前の独占禁止法では、会社が合併

しようとする場合、全て公正取引委員会への届出を要した。しかし、同法の

改正により、現在は合併当事会社の中に、総資産(外国会社の場合は国内売

上高) rlOO億円を超える会社」と rlO億円超える会社j を含む場合のみ届出

が義務づけられている 8)。よって、公正取引委員会によって発表される平

成日年度以降の合併件数は、全合併件数の一部にすぎず、平成10年度以前の

数字と単純に比較することはできない。

そこで、株式会社東京商工リサーチによる、合併公告件数調査を参考にす
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図表3-1 年度別官報合併公告件数

年度 合併公告件数 前年度比(%)

1988 (昭和 63)年度 1， 4 2 5 
1989 (平成冗)年度 1， 5 5 1 8. 84 
1990 (平成 2)年度 1， 854 1 9. 5 4 
1991 (平成 3)年度 2， 213 1 9. 36 
1992 (平成 4)年度 2， 137 ~ 3. 43 
1993 (平成 5)年度 2， 020 企 5. 47 
1994 (平成 6)年度 2， 1 1 7 4. 80 
1995 (平成 7)年度 2， 724 28 6 7 
1996 (平成 8)年度 2， 404 ~ 1 1. 7 5 
1997 (平成 9)年度 2， 32 7 ~ 3. 20 
1998 (平成 10)年度 3， 084 32. 53 
1999 (平成 11)年度 3， 758 2 1. 8 5 
2000 (平成 12)年度 3， 910 4. 04 

株式会社東京商工リサーチによる 「官報合併公告件数調査Jに基き、

筆者作成。 2000年度については、同社の推計である。

る9)。合併公告とは、会社が合併を行なう場合、債権者保護の観点から、

合併に異議があれば一定期間内にこれを述べるべき旨を、官報により公告す

るものである。官報合併公告は、いわば合併作業の中間作業の段階であり、

合併件数そのものではないが、動向を表すものである。なお、過去の推移は

図表 3-1のとおりである。

第 2節 組織文化の違いは、夫婦喧嘩のもと?

最近の雑誌記事から企業合併、特に組織文化に関する記述を紹介する。な

お、 一般的に新聞・雑誌等において、組織文化あるいは企業文化という語句

は、社風とほぼ同義に使われることが多い。

<大合併時代を生き抜く >

「そもそも結婚とは、タオルの使い方一つからして違う異文化との遭
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遇、共存であるが、外国人ともビジネスをしていた東銀出身の中堅行員

Bさんはこういった。『やっぱりカルチャーの違いは大きい問題ですね』

(中略) Bさんの『解説』によれば、東銀は外資系的だった。数字をあ

げろと目標は明確。仕事は個人プレーでわかりやすい。ヒゲもロン毛も

あり。お堅いイメージの銀行にしては格好もラフで構わない雰囲気だ、っ

た。一方の三菱はドメスティック。業績の数字よりもチームプレーを重

視。服装もやぼったい・・・・・と Bさんの目には映る。両者の違いが最も

はっきり出るのは残業だとしづ。 W僕らは仕事が終わればさっさと帰る

けれど、彼らは上司が帰らないと帰れないんだよ。それって、くだらな

くないかJ1J(筆者注:1996年、 三菱銀行と東京銀行が合併・・・現東京三菱

銀行) 10) 

<再編時代に蔓延する「合併症J> 

「ところで、新婚生活がスター卜し、夫婦が同居すると、 二人の育った

家の違いが表面化するものだ。それも、ほんのささいなところに表れて

くることが多い。企業合併ーでも同様な例がある。(中略)98年に日本セ

メントと秩父小野田セメントが合併してできた太平洋セメントでは、社

内文書の書き方で、どちらの出身か分かるのだそうだ。 wrである」調だ

と日本セメント。「です，ますj 調なら秩父小野田出身の社員なんです

よ』と明かすのは、太平洋セメントの中間管理職のCさん (40歳代)J 

(筆者注 1998年、日本セメントと秩父小野田が合併・・・現太平洋セメン

ト) 11) 

<漂流する巨人.KDDIは浮上できるか>

46 

rWDD 1の企業文化や手法についていけないという思いがあった』。昨

年秋の合併直前に、 KDDからNTTグ、ループに移った30代の国際営業

担当社員はこう打ち明ける。『頭を使うより足で稼げ。とにかく契約を一

つでも多く獲得する』というのがDDI文化の真骨頂とされる。 W毎朝
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始業時に職場で行われる朝礼では、前の日の営業成績の優秀者を発表し

て拍手で称える儀式が行われるのには驚きました。確かに熱心なのです

が、サービスの技術的な中身も分からずとにかく売りまくるから、顧客へ

のフォローが不十分』 。この元KDD社員の同期入社約100人のうち 3

分の l近くがすでに辞めたとしづ。J(筆者注:2000年、 DD1 (第二電

電)、 KDD、 1 DO (日本移動通信)の 3社が合併-現KDD1) 12) 

上記の 3つの例は、合併企業の社員または元社員によ る証言であり、合

併後の状況を示すものとして、興味深い。それに対し、下の記事はこれから

合併を迎えようとする、経営 トップのコメン トである。

<三井住友銀行誕生まであと100日 >

(筆者注 さくら銀行は三井銀行と太陽神戸銀行が合併して出来た銀行

であり、さらに歴史をたどれば、 三井銀行は、戦後第一銀行と合併し帝

国銀行となったが、これは後に解消している。それらの経験からくる反

省はあるかとの聞いに) rそれはあり ますよ。短時間では難しいことです

が、別々の風土で生きてきた企業文化を、できるだけ早く新しい企業と

して統一された文化にしなければいけないわけです。これができれば合

併は間違いなくうま くいくと思います。だけど、そのためにも、 まず、

お互いの企業風土、企業文化がど う違う のか、それをよく認識しあう必

要があるんです。閉じ銀行業務と言っても、企業が違えばやっぱり違う

んですね。だからそれをきちんと認識することからスタートし、 そのう

えで新しい企業文化をつくってし、かなければなりません。(以下略)J (筆

者注:岡田明重さく ら銀行頭取(当時)談。 2001年、さくら銀行と住友

銀行が合併・・・現三井住友銀行)13) 

岡田氏の言うように、合併後に新しい企業文化をつくることは可能なので

あろうか。第 3節では、 1980年代の米国における、ある銀行の合併事例を
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もとに検証を行なう。

第 3節 組織文化の違いを乗り越えて

1981年に、米国のある州において、第4位の銀行(以下A銀行とする。)

と第 5位の銀行(以下B銀行とする。)が合併した。 AnthonyF. Buono (以

下ブオノと表記。)らは、「組織文化についてより理解を深め、合併プロセス

における組織文化の重要性を解明するJ14) ことを目的に、この銀行の合併

前後に調査を実施している。

1 .ブオノらによる組織文化概念

ブオノらは、「組織文化は、それぞれの組織を特徴づける独特なものであ

り、客観的文化と主観的文化から成り立っている。J15) とし、それぞれにつ

いて、次のように定義している。すなわち、「客観的文化とは、組織が作り

出した人工物のことJ16)であり、「主観的文化とは、組織メンバーによって

支持されている信念、仮定、期待といったものの共有されたパターンJ17)で

ある。

なお、ブオノらは、主観的組織文化と組織風土とを区別している。主観的

組織文化が前述のとおり f組織生活における信念と期待の性質に関心を置い

ているJ18) のに対し、組織風土は、「信念や期待が満たされているかという

程度を表す尺度であり、しばしば好き一嫌いの数によって測られるJ19) と

している。

2 合併事例の概要

(1 )合併前の状況

A銀行、 B銀行の規模はほぼ同じで、合併前の状況は図表 3-2のとおりで

ある。
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図表3-2 合併前の状況

A銀行 B銀行

業界における地位 州で第4位 州で第 5位

総資産 約 61;患ドル 約 5億ドル

従業員数 325名 2 7 5名

主な顧客層 ブルーカフ一層 ホワイトカフ一層・専門職

本庖・支庖の所在地 都市部 郊外

組織構造 事業部制 中央集権的

職務に関する規定 職務内容は明確に規定 個々の職務については厳格には

規定されていない

Buono el al.， 1985， pp.484-485を基に、筆者作成。

(2)合併の経緯

「合併の発端は、 1980年の中頃、ある会合の帰り道、同銀行のCEOの雑

談に遡る。その内容は、中規模の貯蓄銀行が生き残るには、産業界そして経

済一般の状況は非常に厳しいというものであった。両CEOの話し合いは

数ヶ月に亘り、両銀行の合併は、グッドアイデアであると合意した。(中略)

両CEOは、合併によって、より強く競争力のある機関が出来、その影響力

も広がると判断したのである。J20)なお、その詳細は図表 3・3のとおりで

ある。

図表3-3 合併の経緯

1980年中頃 両銀行の CEOによる合併に関する雑談

1981年初め 合併計画の公表

(従業員の反応) A銀行 非常に好意的 B銀行…非常に否定的

合併前数ヶ月 合併に関する協議会の開催 (n義論の成果は余り得られず

交流人事の実施(従業員は 「よその銀行Jに行くことを好まなかった。)

人員削減のI噂を双方の CEOが否定

1981年 8月 合併の実施

(CEOの役割)

旧A銀行の CEO…合併後も CEOとして、外部のWJきに注目

旧B銀行のCEO'"合併後も CEOとして、外部のWJきに注目

1981年 12月 一部の従業員の解雇を決定

Buono el al.， 1985， pp.491-492を基に、筆者作成。
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図表3-4 調査の概要

調査内容 調査方法 調:lt'1I寺点 制査対象

①合併前の文化に関 深l詞インタビュ 不明 (深層インタビュー)

する調査 一 .M~娯・データ A銀行 .B銀行の CEO

による記録 上級管理職、一般社員

②合併前後の風土に 質問による (合併前) (合併前)

関する調査 A銀行 1980 A銀行従業員 325名

B銀行 1979 B銀行従業員 188名

(合併後) (合併後)

1982・1984 1982'一113A' B銀行 45名

合。1後採用者 10名

1984・・・旧 A'B銀行 50名

合併後採用者 40名

Buol1o et a/.， 1985， pp.483-484およひ(Buol1oet a/.， 1988， p.501を基に、筆者作成。

3 ブオノらによる調査

(1)調査概要

ブオノらは、全部で 5つの調査を実施 しているが、ここでは、 「合併前

の文化に関する調査」、および 「合併前後の風土に関する調査」を紹介する。

なお、それぞれの調査の概要は図表 3-4のとおりである。

(2)調査結果

①合併前の文化に関する調査 (図表 3・5)

A銀行 ・B銀行の主観的文化・ 客観的文化には図表 3・5のような違いがみ

られた。なお、本図表は、林伸二先生による図表を一部修正の上、使用させ

て頂いた 21)。

図表3-5 A銀行と B銀行の組織文化

~主観的な組織文化
経営文化

最高経営責任者の特徴

管理者たちによる知覚

50 

A吉良行 B銀行

参加的で、平等主義の雰囲気 |権威主義的でエリー ト主義

を創造することに関心が強い
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図表3-2 合併前の状況

A銀行 B銀行

業界における地位 州で第4位 州で第 5位

総資産 約 6{意ドル 約 5{意ドル

従業員数 325名 275名

主な顧客層 ブルーカフ一層 ホワイトカフ一層専門職

本盾・支広の所在地 都市部 郊外

組織構造 事業部制 中央集権的

職務に関する規定 職務内容は明確に規定 個々の職務については厳格には

L一一
規定されていない

Buono el al.， 1985， pp.484-485を基に、筆者作成。

(2)合併の経緯

「合併の発端は、1980年の中頃、ある会合の帰り道、両銀行のCEOの雑

談に遡る。その内容は、中規模の貯蓄銀行が生き残るには、産業界そして経

済一般の状況は非常に厳 しいというものであった。両CEOの話し合いは

数ヶ月に亘り、両銀行の合併は、グッドアイデアであると合意した。(中略)

両CEOは、合併によって、より強く競争力のある機関が出来、その影響力

も広がると判断 したのである。J20)なお、その詳細は図表 3・3のとおりで

ある。

図表3-3 合併の経緯

1980年中頃 両銀行の CEOによる合併に関する雑談

1981年初め 合併計画の公表

(従業員の反応) A銀行・ ・非常に好意的 B銀行 非常に否定的

合併前数ヶ月 合併に関する協議会の開催(~義論の成果は余り得られず)
交流人事の実施(従業員は 「よその銀行j に行くことを好まなかった。)

人員削減のI噂を双方の CEOが否定

1981年 8月 合併の実施

(CEOの役割)

旧A銀行のCEO…合併後も CEOとして、外部の動きに注目

旧B銀行のCEO'"合併後もCEOとして、外部の!lYJきに注目

1981年 12月 一部の従業員の解雇を決定

Buono el al.， 1985， pp.491-492を基に、筆者作成。
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図表3-6 合併前後における組織風土の比較

質 I~:I 事項

1979-1980 
合併前

肯定的な問答(%)

1982 
合併後

1984 
合併後

合併後 合併前の所属 合併桂 合併前の所腿

A銀行日制行の銀行 A銀行日銀行新組の銀行 A釦行 B銀行新規

(325) (88). (00) (45) (45) (0) (40) (50) (50) (40) 

組織について

・プライドをもっている

.顧客第一正義である

労働環境について

・行事全般に対して前足している

.行事の努力目傑がある

・勤務時|潤に満足している

.fj事の量は適切である

-仕事はやりがいがあり ι 大切である

仕事の安定性と員『巡について

-上手くやれば仕事は安定している

.述E置なく意見が言える

-昇進の可能性がある

-昇進は功労に応じて行われる

報酬について

・給与は公平である

-福利厚生は盤っている

上司にウいて

・上司は公平である

-必要なときは力になってくれる

.仕事の手l院がある

• JVI待している内容を教えてくれる

.従業員の教宵訓練に関心がある
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Buono el al.. Organizational Climate Comparison: Premerger and Postmerger 

Priods， 1988， pp.506-507. Table 21-2を基に、筆者作成。
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②合併前後の風土に関する調査(図表 3・6)

(合併前一1979・1980の結果)

「合併前の 2つの銀行の文化については明確な違いがあるが、同じ位の割

合の従業員が、それぞれの組織で働いていることに、誇りを持ち、報酬や昇

進のシステムや仕事、個人的関係について満足していたJ22)。また、 rB銀

行はより権威主義的で、 A銀行はより民主的であるというイメージを持たれ

ているにもかかわらず、経営や管理に関しての質問において、 A銀行よりも

B銀行のほうがやや好意的な回答が返ってきていたJ23) 0 

(合併翌年...1982の結果)

ほとんどの項目において満足度が減少している。つまり「合併が行なわれ

るとき非常な不快が生じているJ24) と言える。旧A銀行と旧 B銀行の従業

員を比較すると、 rA銀行の従業員は好意的な回答をしていなし、J25)結果が

みられた。「旧A銀行と旧B銀行の従業員聞の好感度に大きな開きがあった

項目は、組織要因や特徴を表す項目であるJ26) ことがわかる。また、「合併

後入社した従業員は旧A'B銀行からの従業員よりも、組織の状態に対し、

一般的に好意的であるJ27lと言える。

(合併 3年後...1984の結果)

「従業員の満足について、着実な改善がみられており、満足度において、

以前からの従業員についても、新たな従業員と同様の結果がみられるように

なった。しかし、合併後まる 3年経っても、合併前のレベルには達してい

ないJ28) と言える。

合併前後の満足度の推移をよりわかりやすく表示するため、筆者は下記の

表記法を用い、本調査の結果を再構成した。それが図表3-7である。
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(例) A 銀 fj 

1980 1982 1984 

プライドを持っている 90 34 68 

(差) -56 +34 

(表示) G 。
勤務時間に満足している 84 90 93 

(差) 十6 +3 

(表示) * 一一一一
差と表示・ 1~9上昇・・↑ 10以上上昇…合差0…→

1~9下降・・↓ 10以上下降…G 比較不能… 1980孟1984の場合…水

図表3-7から、意識調査の多くの項目において、満足度について次のよう

な変化がみられた。

合併前

1979年・ 1980年

合併後

1982年 1984年

l 合
(下降上昇)

満足度の変化(下降・上昇)から判断して、その聞において、何らかの文

化的変動があったのではなし、かと推測される。この変動が、新文化の発生に

該当するのかについて、 E.H. Schein (以下シャインとする。)による文化変

容理論を用いて検討する。

4. シャインの文化変革理論による検討

(1)シャインによる文化変革理論

シャインによる変革理論は、 「解凍JI再凍結」としづ言葉によって表現さ

れる。「解凍Jとは、「変化へのモチベーションを創ること J29)であり、

「解凍作用を構成するのは、否定的な情報とか、心理的安全の創出とか、新

たな仮定を築き上げる方法として認知的再定義を起こさせる若干のメカニズ

ムとかである。J30) としている。一方、「再凍結j とは、「変化を定着させる

ことJ31)¥、あり、「新たな文化要素が問題を解決したり不安を減少させたり
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図表3・7 組織風土についての満足度の推移

A 銀行 B 銀行

80 82 84 79 82 84 

官組織につU、:て

-プライドを持っている G O G O 
.R!fj客第一主主主である O O 。
労働環境について

-仕事全般に対して満足している O 。* O 
-仕事の努力目標がある 。* O 。* 
-勤務時間に満足している 刻俳 * 
-仕事の盈は適切である O * 。 * 
-仕事はやりがL、があり， 大切である . 

* 
仕事り安定住と昇進にτコt¥セ
-上手くやれば仕事は安定している O 。 G O 
-遠慮なく意見が言える O 。O * 
-昇進の可能性がある O O 。O 
-昇進は功労に応じて行われる O O 。* 
報酬について

-給与は公平である G * O * 
-福利厚生は整っている → G ↑ 判院

上司につτいて

-上司は公平である * 
-必要なときは力になってくれる O * 
-仕事の手腕がある 。
-期待している内容を教えてくれる → O * O * 
-従業員の教育訓練に関心がある ↓ * O O * 

、経営について

-従業員志向である O → O 。
-機会は相互に作用する O 。本 O O 
-教育訓練の効果がある O 。* G O 

組織におIfる協がど?いてg

-部門的な協力体制が盤っている O 。キ O O ホ

-同僚は協力的である * * 
-良いコミュニケーションが保たれている O 。本 G 。

図表3・6を基lこ、筆者作成。

した場合に起こるJ32) としている。
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(2)当事例における文化の解凍・再凍結

当事例において、合併により A'B両銀行の従業員が感じた不安は、解凍

「否定的な情報J33)である。また、共有された理解や影響作用を構成する

が根底から崩されたことは、解凍作用を構成する「認知的再定義を起こさせ

一方、意識調査の結果1984年に満足度る若干のメカニズムJ34)に当たる。

「新たな文化要素が問題を解決した

り不安を減少させたりした場合J35) に該当する。以上の点から、当事例に

おける文化の解凍・再凍結について、次の図式が成り立つ。

が上昇したことは、再凍結の条件である

1979年・1980年 1982年 1984年

満足 → 不 満 → 満足

(解凍再凍結)

よって、本事例における組織文化の変動は、凍結状態にあった既存の文化

よって、全さらに、再凍結されたものと言える。が、合併により解凍され、

く新たな組織文化が出現したのではなく、既存文化の変容である。合併前後

における組織文化の内容を表 したのが、図表 3・8である。

文化の内容図表3-8

行銀B 行銀A 

1980年(合併前)

行銀

ム口山1982年(合併後)

銀行

ド主主 I

|再凍結部分

日¥]1984年(合併後)

筆者作成。
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図表3-9 合併プロセスと文化の凍結・解凍

H寺 j羽 段 1¥皆 組織状態 文 イヒ
1 979~ 1 980 1 合併前 安定 凍結

1980 2 合併計画 安定 凍結

1981初め 3 合併発表 安定 凍結

1981~ 4.初期の合。|プロセス 不安定 解凍

1981.8 5.物質的・法律上の合例 不安定 解凍 」
1982 6.合併の影響 不安定 解凍

1984 7.心理的な合併 安 定 再凍結

Buono et al.， The Merger Process， 1988， p.503 Table 2トlを基に、筆者作成。

合併前の1980年には、 A銀行 .B銀行それぞれの文化が存在する。合併 l

年後の1982年には、!日A銀行、旧B銀行の文化のそれぞれ一部が解凍状態に

あるが、同時に旧A銀行 ・旧B銀行文化の残存部分も存在する。合併 3年

後の1984年には、再凍結部分が出現する。解凍→再凍結が進行することによ

り、旧A銀行、 旧B銀行の文化は徐々に減少する。

合併プロセスごとに各段階における文化の状態を示したのが、図表 3-9で

ある。

5. 企業合併による組織文化の変容

調査結果の分析および文化変革理論による考察の結果、企業合併による文

化の変容について、次のことが言えるのではないだろうか。

(1)新しい組織文化が誕生するのではない

合併による文化変動は、合併前には凍結状態にあった文化が、合併という

「熱j によりいったん解凍され、再度凍結されることによる。よって、ある

日突然、新文化が誕生するのではなく、既存文化が変容したと言える。また

その過程は図表 3・8に示すように非常に流動的である。
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(2)組織文化は自然に変化するのではなく、変革するものである。

上記事例において、新銀行の文化は旧 B銀行の文化を多くの面で引き継い

だものとなった。その理由として、新銀行の運営に、旧 B銀行のCEOが多

大な影響力を及ぼしたことが挙げられる。また1983年に結成されたコミュニ

ケーション委員会の存在が、 心理的合併の達成に寄与したということであ

る。このように、合併後の文化形成には、特定の個人またはク。ループの働き

が大きいと言える。つまり、合併により組織文化は自然に変化するのではな

い。文化は変革されるのであり、それには、リーダ一等当事者の意思が必要

である。

(3) 既存の組織文化は合併の障害になる

上記事例において、「合併前に両銀行の融和を図るために行なわれた試み

は、それぞれの文化に対する愛着心と民族主義的態度により、台無しになっ

たJ36)と報告されている。企業合併において、既存の組織文化は融合の妨

げになる。

(4)合併後における既存文化の残存

図表 3-8に示すように、合併 3年後の1984年の時点においても、旧A銀

行の文化、旧B銀行の文化の一部が残存している。これらの既存文化は、永

遠に残存するのか、それとも何年か後に消滅するのか、上記事例の調査結果

からは断定できない。なお、これらの残存文化の管理には十分な配慮、を要す

ると恩われる。

(5)通常時には、組織文化を実感することは難しい。

第 2節で紹介した雑誌記事(東京三菱銀行・太平洋セメント.KDD I) 

からも解るように、合併相手という比較対象が出現したことにより、皮肉に

も、初めて自社の組織文化というものを認識することになるのである。

ブオノらは、調査結果の結び、「通常の組織機能において、組織文化の影
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響について全く実感することはなし、かもしれない。しかし、文化が脅威と

なったとき、それは人々の心の中に顕著に現れてくる。J37) と述べている。

企業合併はまさにその脅威をもたらす機会かもしれない。

第4節 企業合併における文化的留意事項

第 3節では、米国銀行の合併事例をもとに、企業合併により組織文化は

どうなるかについて考察した。第 4節では、企業合併にあたり、文化的側

面について、どのようなことに点に留意すべきかを挙げてみる。ここでは、

Susan CartwrightとCaryL. Cooper (以下カートライトらと表記。)による

“The role of culture compatibility in successful organizational marriage" (以

下、「組織の結婚Jとする。)をとりあげる 38)。

なお、「組織の結婚Jについては、森本三男先生による訳を参考にさせて

いただいたことを申し添えておく 39)

(1 )合併前の文化監査の実施

カートライトらは、 RogerHarrionによる組織文化 4類型を引用し、組織

文化は、①権力型、②役割型、③課業・達成型、④人・支援型の 4つの型

に分けられるとしている。その上で、組織の結婚(合併)に際しては、組織

文化の相性の良さが必要であり、そのためには合併前における文化監査の実

施が必要不可欠で、あるとしている。文化監査は、おEいの類似点や相違点を

比較・検討する目的物を提供してくれる他、誤ったうわさや情報を浮き上が

らせるのに役立つ。また、受け入れ可能な結婚形式のタイプを示唆してくれ

たり、組織文化統合プログラムの策定に役立つとしている。

カートライトらが主張するように、合併検討段階の早い時期において、相

手企業の文化と自社の文化の適合性を監査することは有用である。合併の検

討段階においては、相手の会社の財務状況や将来性にとかく目を奪われ、文
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化的側面は軽視しがちである。

(2)文化変容様式の選択

カートライトらは、企業合併を「組織の結婚Jと表現しており、文化的統

合および変化の必要性という観点から、①拡張的合併(=開放的結婚)、②

協力型合併(=近代的結婚)、③再設計合併(=伝統的結婚)の 3つに類型

化している。

その上で、それぞれの結婚形態ごとに適した「文化変容様式Jが存在する

としている。「文化変容様式」は、「同化」、 I乗り換えJ、「統合J、「隔離J

の4つに分類される。第一の「同化Jは、「被取得(被吸収)側の組織構成

員が、自己の組織文化を意欲的に放棄し、取得(吸収)側の組織文化に吸収

されるJ40)ものである。第二の「乗り換えJは、 「被取得側の組織構成員

が、在来の組織文化に不満をもっていたが、取得側の新組織文化にもなじめ

ない状態で、混乱や疎外が生じるJ41) ものである。第三の 「統合Jは、「二

つの組織文化の良い点が現れるような理想的組織文化の創出J42) である。

第四の「隔離」は、「同化や統合への被取得側の抵抗により生じる、 73IJ居状

態である。J43) 

結婚形態と文化変容様式の関係を整理すると、①拡張的合併(=開放的結

婚)には認知された隔離が、②協力型合併(=近代的結婚)には統合が、@

再設計合併(=伝統的結婚)には同化がそれぞれ適しているということであ

る。

カートライトらが主張するように、合併後の文化変容にどの様式を選択す

るかは、極めて重要である。合併相手を自らの文化に無理に同化させようと

しても、反発を招くだけである。場合によって相手方の既存文化を認め、尊

重する方法も考えられる。
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第 5節むすび

昨今、企業合併に関する新聞や雑誌記事に「企業文化」としづ文字が散見

されるようになった。とかく規模の論理に終始してしまいがちな合併報道の

なかで、組織文化の重要性が説かれるようになったのは、喜ぶべきことかも

しれない。

しかし、「企業(組織)文化j が何であるかは、依然として漠然としたま

まであり 、その語義も統一されていない。また、合併の破談原因、失敗原因

を「文化の相違」という一言で片づけてしまおうとする安易な傾向も見られ

る。

第 4節で紹介したように、 合併企業が取 り得る方策としては、合併前にお

ける文化監査の実施や合併形態に適した文化変容様式の選択がある。しか

し、より重要なのは、 Eいの文化が相違していた場合、合併後、その構をい

かにして埋めるかということである。

既に合併を経験した企業の経営者は、日夜この課題と格闘し続けている。

この課題の解決には、合併直後の期間だけでなく、以後何十年もの時間を要

する場合もあり得る。これから合併を行なおうとする企業の経営者には、こ

の永遠の課題と付き合っていく覚悟と強い意思が必要である。

企業の生き残りを賭けた合従連衡の進む今日、経営者は、「自社の組織文化

とは何であるかJ、常に自問自答を繰り返す必要があるのではないだろうか。
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